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Chair: Yoshinori Okade
1999年に開催された第1回世界体育サミットを契機に、体育・スポーツ担当大臣等国際会議(MINEPSE)では
体育、スポーツの価値を高める論義が活性化していく。良質の体育やフィジカルリテラシー、汚職防止やア
ンチ・ドーピング推進の試みは、スポーツの価値を基盤とし、スポーツを社会的課題の解決に向けた効果的
なツールとして機能させる可能性を追求する試みといえる。
　他方で、OCEDは、Education 2030（2018）に関連し、他教科に先駆け、体育のカリキュラム分析の結果
を公表している（OECD,2019）。
　このような一連の動きは、体育、スポーツの将来をスポーツの価値を踏まえて多くの関係者や論義してい
く必要性を示唆している。
　そこで、本シンポジウムでは、冒頭に八田英二先生（学校法人同志社　総長・理事長）による基調講演の
後に、JADAにおいて 「2021Code/教育に関する国際基準の履行に向けた戦略計画」作成に関わってこられ
た山本真由美氏並びにOECDにおいてEducation 2030作成に係られた田熊美保氏にシンポジストとして御登
壇いただき、体育並びにスポーツの将来に関わるスポーツ界並びに教育界の情報共有を図るとともに、その
将来について論義することとした。

　なお、本シンポジウムは、日本OECD共同研究(東京学芸大学事務局)との共同研究としても実施される。

[本部企画-S1-1] Promoting the Values-Based Education and Sporting Values in Society
Example from JADA’s Clean Sport Education

*Mayumi Yamamoto1 (1. Japan Anti-Doping Agency (JADA))

[本部企画-S1-2] The Value and Future Direction of Physical Education
Insights from the OECD Future of Education and Skills 2030 Project’s International Comparative Analysis on PE
Curriculum

*Miho Taguma 1 (1. Senior Policy Analyst/ Project Manager of the OECD Education and Skills 2030)
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1999年に開催された第1回世界体育サミットを契機に、体育・スポーツ担当大臣等国際会議(MINEPSE)では体

育、スポーツの価値を高める論義が活性化していく。良質の体育やフィジカルリテラシー、汚職防止やアン

チ・ドーピング推進の試みは、スポーツの価値を基盤とし、スポーツを社会的課題の解決に向けた効果的な

ツールとして機能させる可能性を追求する試みといえる。 

　他方で、OCEDは、Education 2030（2018）に関連し、他教科に先駆け、体育のカリキュラム分析の結果を公

表している（OECD,2019）。 

　このような一連の動きは、体育、スポーツの将来をスポーツの価値を踏まえて多くの関係者や論義していく必

要性を示唆している。 

　そこで、本シンポジウムでは、冒頭に八田英二先生（学校法人同志社　総長・理事長）による基調講演の後

に、JADAにおいて 「2021Code/教育に関する国際基準の履行に向けた戦略計画」作成に関わってこられた山本

真由美氏並びにOECDにおいてEducation 2030作成に係られた田熊美保氏にシンポジストとして御登壇いただ

き、体育並びにスポーツの将来に関わるスポーツ界並びに教育界の情報共有を図るとともに、その将来について

論義することとした。 

　なお、本シンポジウムは、日本OECD共同研究(東京学芸大学事務局)との共同研究としても実施される。
 

 

Promoting the Values-Based Education and Sporting

Values in Society
Example from JADA’ s Clean Sport Education

*Mayumi Yamamoto1 (1. Japan Anti-Doping Agency (JADA))

＜演者略歴＞ 

世界アンチ・ドーピング機構 (WADA) Standards &Harmonization マネージャーを経て、現在（公財）日本アン

チ・ドーピング機構 (JADA) 教育部部長。WADA教育専門委員会委員。「教育に関する国際基準 (International

Standard for Education: ISE) 」及びISEガイドライン策定の委員を務める。英国ラフバラ大学 (Loughborough

University) にて政策マネージメント博士号取得。

 
本発表では、全世界・全スポーツの統一のルールである「世界アンチ・ドーピング規程（以下、 Code）」及び

Codeに付随し義務事項である8つの国際基準における「教育に関する国際基準 (International Standard for

Education: ISE) 」の国際的なルールを基にする。本発表では、主として以下を紹介する。 

1)2021年版 Code (以下、2021Code)及び ISEの目的と概略 

2)2021Code/ISEに準拠した日本での体制づくり 

3)価値を基盤とした教育推進のねらい、今後の展望　 

 

2003年版 Codeが2004年アテネ・オリンピック直前に施行されてから、 Codeはグローバルなスポーツやアン

チ・ドーピング規則違反の状況等を鑑み、3回の改訂がされている。2003Codeから教育に関しては世界規程内に

提示され、その重要性はアンチ・ドーピング機構（ Anti-Doping Organization: ADO）が認識し実施してきた

が、国際基準は存在しなかったことで、共通見解を得ることができなかった。国際連合教育科学文化機関（

UNESCO）が2007年2月1日に「スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規約 (International

Convention against Doping in Sport)」を発効し、 Codeにおける政府の位置づけ、教育や研修に関する締約国の

役割等を明確にした。 
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2021年1月に施行した ISEでは、「教育 (Education)」を定義すると共に、 ISEにおける固有の定義を明示、

660以上の Codeの署名当事者（国際オリンピック委員会、国際競技連盟等含む）が共通の言語で教育を推進

し、準拠すべき原則を提示した。教育とは、「スポーツの精神を育成し保護する価値観を浸透させ、かかる行為

を発展させ、また、意図的及び意図的ではないドーピングを予防するための、学習の過程をいう」と定義し、価

値を基盤とした教育、啓発、情報提供、アンチ・ドーピング教育といった教育の4要素を組み込んだ、教育プログ

ラムを推進することを要請している。日本で2021Code/ISEの施行のため、「スポーツの精神を育成し保護する

価値観を浸透させ」るための教育体制・プログラムづくりを紹介し、世界的にクリーンでフェアなスポーツ環境

を守り創っていくための、価値を基盤とした教育の今後の方向性を紹介する。
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1999年に開催された第1回世界体育サミットを契機に、体育・スポーツ担当大臣等国際会議(MINEPSE)では体

育、スポーツの価値を高める論義が活性化していく。良質の体育やフィジカルリテラシー、汚職防止やアン

チ・ドーピング推進の試みは、スポーツの価値を基盤とし、スポーツを社会的課題の解決に向けた効果的な

ツールとして機能させる可能性を追求する試みといえる。 

　他方で、OCEDは、Education 2030（2018）に関連し、他教科に先駆け、体育のカリキュラム分析の結果を公

表している（OECD,2019）。 

　このような一連の動きは、体育、スポーツの将来をスポーツの価値を踏まえて多くの関係者や論義していく必

要性を示唆している。 

　そこで、本シンポジウムでは、冒頭に八田英二先生（学校法人同志社　総長・理事長）による基調講演の後

に、JADAにおいて 「2021Code/教育に関する国際基準の履行に向けた戦略計画」作成に関わってこられた山本

真由美氏並びにOECDにおいてEducation 2030作成に係られた田熊美保氏にシンポジストとして御登壇いただ

き、体育並びにスポーツの将来に関わるスポーツ界並びに教育界の情報共有を図るとともに、その将来について

論義することとした。 

　なお、本シンポジウムは、日本OECD共同研究(東京学芸大学事務局)との共同研究としても実施される。
 

 

The Value and Future Direction of Physical Education
Insights from the OECD Future of Education and Skills 2030 Project’ s International Comparative Analysis

on PE Curriculum

*Miho Taguma 1 (1. Senior Policy Analyst/ Project Manager of the OECD Education and Skills 2030)

＜演者略歴＞ 

OECD教育スキル局シニア政策アナリスト。国際連合教育科学文化機関（UNESCO）教育セクターを経て、経済

協力開発機機構（OECD）へ。OECD東北スクールの立ち上げや、移民の教育政策レビュー、ノンフォーマル教育

評価政策、幼児教育保育政策分析、eラーニング事例研究などに関わる。現在、OECD未来の教育スキル2030プロ

ジェクトマネージャー。

 
本発表では、① OECD Future of Education and Skills 2030・未来の教育スキル2030プロジェクト（以下、

E2030）の大枠、② E2030の一環としてのカリキュラム分析、特に、体育・保健に特化したカリキュラム分

析、③コロナ後の新たな国際議論の３点から「体育の価値」と「今後の体育の国際的な潮流」の紹介を目的とす

る。 

　OECD教育スキル局では、２０１５年より、 E2030を実施し、新たな未来のビジョン創り（ OECDキーコンピ

テンシーの再定義）と並行して、そのビジョンを教育の中で具現化する一つの政策レバーとして「カリキュラ

ム」を政策分析の中核に添えている。ビジョンとして発表された「 OECDラーニングコンパス」の中で、「体

育」がどういったコンピテンシーと交差するのか、また、全ての教科を含む相対的な国際カリキュラム分析と並

行し、教科に特化したカリキュラム分析として、「体育・保健」と「数学」が合意された。なぜ、「体育・保

健」が選出・合意されたのかの国際的な背景にも言及し、１８か国参加した分析の内容から、体育教育の国際的

な価値付と、今後の方向性を紹介する。また、コロナ禍後、そしてウクライナ侵攻後に、様々な国が「体育（保

健を含む）」の再価値付をしている方向性も紹介する。
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Thu. Aug 31, 2023 5:00 PM - 7:00 PM JST | Thu. Aug 31, 2023 8:00 AM - 10:00 AM UTC | 寒梅館ホー
ル 寒梅館１Ｆ・地下１階ハーディーホール
The Future of Youth Sports: Transfer of extracurricular sports activities to community
sports activities

Chair: Hiroshi Mizukami
Designated Debater: Norihiro Shimizu
日本のユース世代（中学生・高校生）のスポーツ環境は根本から見直す変革期を迎えている。2022（令和
4）年6月、スポーツ庁は「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言について」を発表し、休日の活動か
ら段階的に地域活動へ移行するという改革の方向性を示した。少子化による運動部への参加人数の減少、教
師の業務負担の増大、学校と地域の協働の推進が表向きの改革理由とされる。しかしながら近年では、特に
学校運動部は「ブラック企業」「ブラックバイト」「ブラックボランティア」の語りに連なって「ブラック
部活」なる言葉でその負の側面が象徴的に描き出されてきた。勝利至上主義、行き過ぎた指導、体罰や暴
力、教師のアンペイドワーク（無償労働）、過熱するスカウティングや越境入学などユース世代のスポーツ
ライフスタイルにそぐわない「過剰さ」の数々が、ブラックなる語りで表されてきたのである。しかしなが

ら、ここに潜む問題は、むしろ運動部活動をめぐる負の側面を、そもそもブラックだと感知しようとせず、
長年にわたって見て見ぬふりをしてきた日本スポーツ界の肥大化、聖域化したインナーサークル（ムラ社
会）にこそあるのではないか。

　翻って学術研究コミュニティには、このことに対する自省は必要ないのだろうか。20年以上前、私は、本
学会で学校運動部の実績とその因果を明らかにする研究成果を報告した発表者に対して、浅慮の知識であり
ながら過熱するスポーツ推薦制度の背後にある隠された内部構造に研究が切り込むべきではないかという質
問をしたことがある。だが、その発表セッションが終わった際、会場にいた学会員から「タブーな部分なの
で研究は避けた方がよい」といった助言を受けたことがある。運動部活動の内部構造にまとわりつく聖域化
した対象、見えても見えないふりをし、研究課題にしてはならないタブーなる既視感はなかったか。そこに
は、この問題が学会における研究者の存立構造や利害状況にもかかわる、まさに知識社会学的な課題であっ
たことをも自省させられる構造が存在しているように思われる。

　このような学術分野におけるある意味での「怠慢」性が、前述した問題の喫緊性を生じさせた背景にある
のではないかという反省も含め、私たちは今、ユース世代のスポーツ環境問題の何が見えていなければなら

ないのか、さらに、ユース世代の子どもたちの目線の先には何が見えているのか、そして運動部活動の地域
移行の関係者には、同様に何が見えているのか、そのことを見据えた展望について語り、議論しなければな
らないときであると考える。遅きに失した感は否めないが、これまで私たちが見てきた、また経験してきた

運動部活動、また見ようとしなかった運動部活動の既視感を曝け出すことによって、私たち研究者がステー

クホルダーとともにここで一度ゼロベースまでリセットし、これからのより良いユース世代のスポーツ環境
を考える延長線上に運動部の地域移行をめぐる課題を議論する必要があるのではなかろうか。本学会には、
これからのユース世代のスポーツ環境に対して、科学的エビデンスを提示できるだけの十分な研究への将来
資源が備わっているはずである。本企画シンポジウムでは、これからのユース世代のスポーツ環境を考える
ために学会内外において共有すべき政策の方向性と研究知見を確認し、各専門領域を横断できるユース・ス
ポーツのこれからを考える研究課題とそこから導かれる政策課題を共有するとともに、その解決の方向性に
ついて議論したい。

[本部企画-S2-1] Coordinating school sport clubs with communities, transition from school
sport clubs to community sport clubs and improve of community sport environments
*Hiroshi Hashida1 (1. Japan Sports Agency)

[本部企画-S2-2] Histories of fail on youth sports transition from school to community
Reexamining about the movement of social physical education in 1970s and the collaboration with comprehensive
community sports clubs around 2000

*Atsushi Nakazawa1 (1. Waseda University)

[本部企画-S2-3] The Role of Universities and Sports Organizations
*Kaori Yamaguchi1 (1. Tsukuba University)

[本部企画-S2-4] Issues Viewed from the Community and Specific Solutions
*Masahiko Matsuda1 (1. Hirano Senior High School Attached to Osaka Kyoiku University)

Session
The 73rd Conference of the Japan Society of Physical Education, Health and Sports Sciences
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Designated Debater: Norihiro Shimizu
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日本のユース世代（中学生・高校生）のスポーツ環境は根本から見直す変革期を迎えている。2022（令和4）年

6月、スポーツ庁は「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言について」を発表し、休日の活動から段階的に

地域活動へ移行するという改革の方向性を示した。少子化による運動部への参加人数の減少、教師の業務負担の

増大、学校と地域の協働の推進が表向きの改革理由とされる。しかしながら近年では、特に学校運動部は「ブ

ラック企業」「ブラックバイト」「ブラックボランティア」の語りに連なって「ブラック部活」なる言葉でその

負の側面が象徴的に描き出されてきた。勝利至上主義、行き過ぎた指導、体罰や暴力、教師のアンペイドワーク

（無償労働）、過熱するスカウティングや越境入学などユース世代のスポーツライフスタイルにそぐわない「過

剰さ」の数々が、ブラックなる語りで表されてきたのである。しかしながら、ここに潜む問題は、むしろ運動部

活動をめぐる負の側面を、そもそもブラックだと感知しようとせず、長年にわたって見て見ぬふりをしてきた日

本スポーツ界の肥大化、聖域化したインナーサークル（ムラ社会）にこそあるのではないか。 

　翻って学術研究コミュニティには、このことに対する自省は必要ないのだろうか。20年以上前、私は、本学会

で学校運動部の実績とその因果を明らかにする研究成果を報告した発表者に対して、浅慮の知識でありながら過

熱するスポーツ推薦制度の背後にある隠された内部構造に研究が切り込むべきではないかという質問をしたこと

がある。だが、その発表セッションが終わった際、会場にいた学会員から「タブーな部分なので研究は避けた方

がよい」といった助言を受けたことがある。運動部活動の内部構造にまとわりつく聖域化した対象、見えても見

えないふりをし、研究課題にしてはならないタブーなる既視感はなかったか。そこには、この問題が学会におけ

る研究者の存立構造や利害状況にもかかわる、まさに知識社会学的な課題であったことをも自省させられる構造

が存在しているように思われる。 

　このような学術分野におけるある意味での「怠慢」性が、前述した問題の喫緊性を生じさせた背景にあるので

はないかという反省も含め、私たちは今、ユース世代のスポーツ環境問題の何が見えていなければならないの

か、さらに、ユース世代の子どもたちの目線の先には何が見えているのか、そして運動部活動の地域移行の関係

者には、同様に何が見えているのか、そのことを見据えた展望について語り、議論しなければならないときであ

ると考える。遅きに失した感は否めないが、これまで私たちが見てきた、また経験してきた運動部活動、また見

ようとしなかった運動部活動の既視感を曝け出すことによって、私たち研究者がステークホルダーとともにここ

で一度ゼロベースまでリセットし、これからのより良いユース世代のスポーツ環境を考える延長線上に運動部の

地域移行をめぐる課題を議論する必要があるのではなかろうか。本学会には、これからのユース世代のスポーツ

環境に対して、科学的エビデンスを提示できるだけの十分な研究への将来資源が備わっているはずである。本企

画シンポジウムでは、これからのユース世代のスポーツ環境を考えるために学会内外において共有すべき政策の

方向性と研究知見を確認し、各専門領域を横断できるユース・スポーツのこれからを考える研究課題とそこから

導かれる政策課題を共有するとともに、その解決の方向性について議論したい。
 

 

Coordinating school sport clubs with communities,

transition from school sport clubs to community sport

clubs and improve of community sport environments
*Hiroshi Hashida1 (1. Japan Sports Agency)

中平公士（スポーツ庁　スポーツ戦略官） 

　※登壇者が橋田裕氏から中平公士氏へ変更となりました。 
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橋田裕（スポーツ庁　地域スポーツ課） 

＜演者略歴＞ 

平成12年、文部省（当時）に入省。教育委員会、文化財、国立大学法人等の担当を経て、平成21年から秋田県教

育委員会の保健体育課長、義務教育課長として勤務。平成24年から文部科学省にて教育課程、大学入試等の担当

後、東京オリンピック・パラリンピック、教育再生実行会議、幼児教育の担当を経て、令和４年４月より現職。

 
運動部活動は、少子化の進展により、従前と同様の学校単位での体制での運営は困難になっている。また、必ず

しも専門性や意思に関わらず教師が顧問を務める指導体制の継続は、学校の働き方改革が進む中、より困難と

なっている。このため、少子化の中でも、将来にわたり生徒がスポーツに継続して親しむ機会を確保し、多様で

豊かな活動を実現する必要がある。 

スポーツ庁では、有識者会議の提言を踏まえ、新たに策定した「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方

等に関する総合的なガイドライン」（令和４年12月）において、令和５年度からの３年間を「改革推進期間」と

して、休日の部活動の地域連携・地域移行に取り組みつつ、地域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す

こととしている。 

また、令和４年度第２次補正予算では、地方公共団体の移行体制の構築に必要な経費として19億円、令和５年度

予算では、地域移行に向けた実証事業や部活動指導員の配置等に必要な経費として28億円を計上している。 

日本体育・スポーツ・健康学会の皆様には、こうした動向を踏まえ、運動部活動の地域連携・地域移行と地域ス

ポーツ環境整備に向け、専門的・科学的な観点からご知見を賜りたい。
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General Symposium

The Future of Youth Sports: Transfer of extracurricular sports activities

to community sports activities
Chair: Hiroshi Mizukami 

Designated Debater: Norihiro Shimizu
Thu. Aug 31, 2023 5:00 PM - 7:00 PM  寒梅館ホール (寒梅館１Ｆ・地下１階ハーディーホール)

日本のユース世代（中学生・高校生）のスポーツ環境は根本から見直す変革期を迎えている。2022（令和4）年

6月、スポーツ庁は「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言について」を発表し、休日の活動から段階的に

地域活動へ移行するという改革の方向性を示した。少子化による運動部への参加人数の減少、教師の業務負担の

増大、学校と地域の協働の推進が表向きの改革理由とされる。しかしながら近年では、特に学校運動部は「ブ

ラック企業」「ブラックバイト」「ブラックボランティア」の語りに連なって「ブラック部活」なる言葉でその

負の側面が象徴的に描き出されてきた。勝利至上主義、行き過ぎた指導、体罰や暴力、教師のアンペイドワーク

（無償労働）、過熱するスカウティングや越境入学などユース世代のスポーツライフスタイルにそぐわない「過

剰さ」の数々が、ブラックなる語りで表されてきたのである。しかしながら、ここに潜む問題は、むしろ運動部

活動をめぐる負の側面を、そもそもブラックだと感知しようとせず、長年にわたって見て見ぬふりをしてきた日

本スポーツ界の肥大化、聖域化したインナーサークル（ムラ社会）にこそあるのではないか。 

　翻って学術研究コミュニティには、このことに対する自省は必要ないのだろうか。20年以上前、私は、本学会

で学校運動部の実績とその因果を明らかにする研究成果を報告した発表者に対して、浅慮の知識でありながら過

熱するスポーツ推薦制度の背後にある隠された内部構造に研究が切り込むべきではないかという質問をしたこと

がある。だが、その発表セッションが終わった際、会場にいた学会員から「タブーな部分なので研究は避けた方

がよい」といった助言を受けたことがある。運動部活動の内部構造にまとわりつく聖域化した対象、見えても見

えないふりをし、研究課題にしてはならないタブーなる既視感はなかったか。そこには、この問題が学会におけ

る研究者の存立構造や利害状況にもかかわる、まさに知識社会学的な課題であったことをも自省させられる構造

が存在しているように思われる。 

　このような学術分野におけるある意味での「怠慢」性が、前述した問題の喫緊性を生じさせた背景にあるので

はないかという反省も含め、私たちは今、ユース世代のスポーツ環境問題の何が見えていなければならないの

か、さらに、ユース世代の子どもたちの目線の先には何が見えているのか、そして運動部活動の地域移行の関係

者には、同様に何が見えているのか、そのことを見据えた展望について語り、議論しなければならないときであ

ると考える。遅きに失した感は否めないが、これまで私たちが見てきた、また経験してきた運動部活動、また見

ようとしなかった運動部活動の既視感を曝け出すことによって、私たち研究者がステークホルダーとともにここ

で一度ゼロベースまでリセットし、これからのより良いユース世代のスポーツ環境を考える延長線上に運動部の

地域移行をめぐる課題を議論する必要があるのではなかろうか。本学会には、これからのユース世代のスポーツ

環境に対して、科学的エビデンスを提示できるだけの十分な研究への将来資源が備わっているはずである。本企

画シンポジウムでは、これからのユース世代のスポーツ環境を考えるために学会内外において共有すべき政策の

方向性と研究知見を確認し、各専門領域を横断できるユース・スポーツのこれからを考える研究課題とそこから

導かれる政策課題を共有するとともに、その解決の方向性について議論したい。
 

 

Histories of fail on youth sports transition from school to

community
Reexamining about the movement of social physical education in 1970s and the collaboration with

comprehensive community sports clubs around 2000

*Atsushi Nakazawa1 (1. Waseda University)

＜演者略歴＞ 

専門はスポーツ社会学。1979年大阪生まれ。東京大学教育学部卒。博士（教育学、東京大学）。一橋大学講
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師・准教授を経て、現在早稲田大学スポーツ科学学術院教授。主著は『運動部活動の戦後と現在』（青弓

社、2014）。論文「中学校体育連盟の形成過程（1947-1967）」（『体育学研究』66巻所収）で2022年度学会

賞受賞。

 
発表者は運動部活動のあり方や問題を社会学・歴史学の方法論を用いて研究してきた。その立場から本シンポジ

ウムに貢献するため、本発表では、過去の失敗の歴史を振り返ることで現在の地域移行政策の成否を考える。 

　矢継ぎ早に出された地域移行政策の是非は慎重に問われるべきだが、それとは別に、そもそもこの政策は上手

く行くのか。実際のところ、部活動を学校から地域へ移行できるのか。 

　発表者が地域移行政策の成否に疑問を差し挟む理由は、過去に2度、地域移行は失敗してきたからである。1度

目は1970年代であり、膨れあがってきた教師の負担問題を背景に「社会体育化」というフレーズで運動部活動の

地域移行が謳われ、模索され、結局は失敗した。2度目は2000年前後であり、スポーツ振興基本計画の策定とそ

の後の実践において、総合型地域スポーツクラブとの連携が謳われ、模索され、結局はやはり失敗した。 

　1970年代の社会体育化と2000年前後の総合型クラブ連携は、どのような経緯を辿り、なぜ失敗したのか。当

時の資料や議論、発表者が集めた調査データを用いて経緯を振り返り、失敗の理由を探ることで、現在の地域移

行政策の可能性や課題に対する示唆を得たい。
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Chair: Hiroshi Mizukami 

Designated Debater: Norihiro Shimizu
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日本のユース世代（中学生・高校生）のスポーツ環境は根本から見直す変革期を迎えている。2022（令和4）年

6月、スポーツ庁は「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言について」を発表し、休日の活動から段階的に

地域活動へ移行するという改革の方向性を示した。少子化による運動部への参加人数の減少、教師の業務負担の

増大、学校と地域の協働の推進が表向きの改革理由とされる。しかしながら近年では、特に学校運動部は「ブ

ラック企業」「ブラックバイト」「ブラックボランティア」の語りに連なって「ブラック部活」なる言葉でその

負の側面が象徴的に描き出されてきた。勝利至上主義、行き過ぎた指導、体罰や暴力、教師のアンペイドワーク

（無償労働）、過熱するスカウティングや越境入学などユース世代のスポーツライフスタイルにそぐわない「過

剰さ」の数々が、ブラックなる語りで表されてきたのである。しかしながら、ここに潜む問題は、むしろ運動部

活動をめぐる負の側面を、そもそもブラックだと感知しようとせず、長年にわたって見て見ぬふりをしてきた日

本スポーツ界の肥大化、聖域化したインナーサークル（ムラ社会）にこそあるのではないか。 

　翻って学術研究コミュニティには、このことに対する自省は必要ないのだろうか。20年以上前、私は、本学会

で学校運動部の実績とその因果を明らかにする研究成果を報告した発表者に対して、浅慮の知識でありながら過

熱するスポーツ推薦制度の背後にある隠された内部構造に研究が切り込むべきではないかという質問をしたこと

がある。だが、その発表セッションが終わった際、会場にいた学会員から「タブーな部分なので研究は避けた方

がよい」といった助言を受けたことがある。運動部活動の内部構造にまとわりつく聖域化した対象、見えても見

えないふりをし、研究課題にしてはならないタブーなる既視感はなかったか。そこには、この問題が学会におけ

る研究者の存立構造や利害状況にもかかわる、まさに知識社会学的な課題であったことをも自省させられる構造

が存在しているように思われる。 

　このような学術分野におけるある意味での「怠慢」性が、前述した問題の喫緊性を生じさせた背景にあるので

はないかという反省も含め、私たちは今、ユース世代のスポーツ環境問題の何が見えていなければならないの

か、さらに、ユース世代の子どもたちの目線の先には何が見えているのか、そして運動部活動の地域移行の関係

者には、同様に何が見えているのか、そのことを見据えた展望について語り、議論しなければならないときであ

ると考える。遅きに失した感は否めないが、これまで私たちが見てきた、また経験してきた運動部活動、また見

ようとしなかった運動部活動の既視感を曝け出すことによって、私たち研究者がステークホルダーとともにここ

で一度ゼロベースまでリセットし、これからのより良いユース世代のスポーツ環境を考える延長線上に運動部の

地域移行をめぐる課題を議論する必要があるのではなかろうか。本学会には、これからのユース世代のスポーツ

環境に対して、科学的エビデンスを提示できるだけの十分な研究への将来資源が備わっているはずである。本企

画シンポジウムでは、これからのユース世代のスポーツ環境を考えるために学会内外において共有すべき政策の

方向性と研究知見を確認し、各専門領域を横断できるユース・スポーツのこれからを考える研究課題とそこから

導かれる政策課題を共有するとともに、その解決の方向性について議論したい。
 

 

The Role of Universities and Sports Organizations
*Kaori Yamaguchi1 (1. Tsukuba University)

＜演者略歴＞ 

筑波大学体育系教授。社会人を対象にした大学院においてスポーツマネジメント領域を担当している。具体的に

はトップアスリートの発掘・育成・強化システムや女性アスリートの課題などについてが研究課題である。

 
少子化や中学校、高等学校教員の多忙化が深刻化している背景などから、国は運動部活動の地域以降を段階的に

進めていくことを決めた。現在、それぞれの地域では、地域の特性を考慮しながら実行への可能性を模索してい
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る。ここでは主に、地域移行に伴って必要となる人材の確保について検討したい。体育系の学部等を有していな

い大学であっても高い競技レベルで活動する運動部を有しているところは多い。また、競技団体は指導者として

活動できる人間が登録（登録していなくても潜在的に存在し、発掘できる可能性がある）している。生徒を指導

するにあたっては専門的な競技技術のみならず、安全への配慮や技術レベルに応じた適切な指導法などの知識を

有していることが必要になる。各地域が大学やスポーツ組織と連携、協働し、人材発掘、養成を実施していくこ

とが望まれる。また、女性活用のあり方も模索していく必要があるだろう。学生時代等に競技経験があるもの

の、出産、育児によってスポーツから離れてしまった女性は少なくない。地域移行の課題の一つである人材の確

保について様々な可能性を論じてみたい。
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日本のユース世代（中学生・高校生）のスポーツ環境は根本から見直す変革期を迎えている。2022（令和4）年

6月、スポーツ庁は「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言について」を発表し、休日の活動から段階的に

地域活動へ移行するという改革の方向性を示した。少子化による運動部への参加人数の減少、教師の業務負担の

増大、学校と地域の協働の推進が表向きの改革理由とされる。しかしながら近年では、特に学校運動部は「ブ

ラック企業」「ブラックバイト」「ブラックボランティア」の語りに連なって「ブラック部活」なる言葉でその

負の側面が象徴的に描き出されてきた。勝利至上主義、行き過ぎた指導、体罰や暴力、教師のアンペイドワーク

（無償労働）、過熱するスカウティングや越境入学などユース世代のスポーツライフスタイルにそぐわない「過

剰さ」の数々が、ブラックなる語りで表されてきたのである。しかしながら、ここに潜む問題は、むしろ運動部

活動をめぐる負の側面を、そもそもブラックだと感知しようとせず、長年にわたって見て見ぬふりをしてきた日

本スポーツ界の肥大化、聖域化したインナーサークル（ムラ社会）にこそあるのではないか。 

　翻って学術研究コミュニティには、このことに対する自省は必要ないのだろうか。20年以上前、私は、本学会

で学校運動部の実績とその因果を明らかにする研究成果を報告した発表者に対して、浅慮の知識でありながら過

熱するスポーツ推薦制度の背後にある隠された内部構造に研究が切り込むべきではないかという質問をしたこと

がある。だが、その発表セッションが終わった際、会場にいた学会員から「タブーな部分なので研究は避けた方

がよい」といった助言を受けたことがある。運動部活動の内部構造にまとわりつく聖域化した対象、見えても見

えないふりをし、研究課題にしてはならないタブーなる既視感はなかったか。そこには、この問題が学会におけ

る研究者の存立構造や利害状況にもかかわる、まさに知識社会学的な課題であったことをも自省させられる構造

が存在しているように思われる。 

　このような学術分野におけるある意味での「怠慢」性が、前述した問題の喫緊性を生じさせた背景にあるので

はないかという反省も含め、私たちは今、ユース世代のスポーツ環境問題の何が見えていなければならないの

か、さらに、ユース世代の子どもたちの目線の先には何が見えているのか、そして運動部活動の地域移行の関係

者には、同様に何が見えているのか、そのことを見据えた展望について語り、議論しなければならないときであ

ると考える。遅きに失した感は否めないが、これまで私たちが見てきた、また経験してきた運動部活動、また見

ようとしなかった運動部活動の既視感を曝け出すことによって、私たち研究者がステークホルダーとともにここ

で一度ゼロベースまでリセットし、これからのより良いユース世代のスポーツ環境を考える延長線上に運動部の

地域移行をめぐる課題を議論する必要があるのではなかろうか。本学会には、これからのユース世代のスポーツ

環境に対して、科学的エビデンスを提示できるだけの十分な研究への将来資源が備わっているはずである。本企

画シンポジウムでは、これからのユース世代のスポーツ環境を考えるために学会内外において共有すべき政策の

方向性と研究知見を確認し、各専門領域を横断できるユース・スポーツのこれからを考える研究課題とそこから

導かれる政策課題を共有するとともに、その解決の方向性について議論したい。
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地域・学校から見た「運動部活動の地域移行」の課題として以下が考えられる。 

・子供たちのスポーツライフの矮小化 

すべての部活動を地域で請け負うことができるのか。休日だけでなく、平日の移行も視野に入れた仕組み作り 

が必要である。 

・運動部活動の質的改革がどこまでできるのか 

　複数の活動ができる環境やチャンピオンシップスポーツとマス〈大衆〉スポーツの融合など、運動部活動を質 

的に改革することが地域移行の前提である。 

・ゴールイメージのばらつき（地域移行の評価軸の不在） 

「運動部活動の地域移行」を単なる部活動のアウトソーシングをとらえるのか、学校や地域改革のきっかけと 

してとらえるのかで、新しい仕組みのミッションやビジョンが違ってくる。単なるアウトソーシングであれ 

ば、部活動が塾化することとなり活動に参加できない生徒が出てくる可能性がある。 

 

これらの課題は、学校か地域かという二項対立的視点から生まれている。それゆえ、それらを解決するには、学

校と地域を分断しない仕組みの構築が必要である。当日は、これらの課題とともに、学校内部に受け皿団体を設

立した本校の取組(スクール・コミュニティクラブひらの倶楽部）について紹介する。


